
 

まちづくり協定の区域内で建築行為などの土地利用を行う場合、あらかじめ

担当までご連絡を頂きますようお願いします。 

 

担 当 ： 伊勢原市 都市部 新産業拠点整備課 

電  話  0463-94-4769(直通) 

メール  sk-seibi@isehara-city.jp      
（令和 5 年 4月 17 日） 
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【解説】 

 本条は、まちづくり協定の目的を規定したものです。 

本地区は、小田急小田原線伊勢原駅から約 3 ㎞の地点にあり、新東名高速道路伊勢原大

山インターチェンジに近接しています。また、地区の中央を縦断する県道 603 号や事業中

の国道 246 号バイパスなどの整備により、交通利便性が高まるとともに、産業用地として

の需要が期待されます。 

このような中、本地区にふさわしいまちづくりについて、自主的なルールを定め、地権

者相互にまちづくりの価値観を共有し、将来にわたって、周辺環境と調和・連携したまち

づくりを進めていきます。 

 

 
 

（目的） 

第１条 この協定は、伊勢原大山インターチェンジ周辺地区の立地特性を踏まえ、本市

の新たな玄関口としてふさわしい企業等による土地利用を目指すとともに、既存住宅

等の周辺環境と調和のとれた良好な市街地環境の形成及び保全を図ることを目的と

する。 
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【解説】 

 本条は、この協定の名称を規定したものです。 

 

【解説】 

 本条は、この協定の区域を規定したものです。 

 この協定の区域は、令和 3 年１月 8 日付けで市街化区域編入された約 28.2ha の区域を対

象としています。また、伊勢原大山インター土地区画整理組合による土地区画整理事業区

域の約 23.2ha が含まれています。 

 

 

 

（協定の区域） 

第３条 この協定は、別図に示す区域（以下「区域」という。）に適用する。 

 

別図 

 

（名称） 

第２条 この協定は、「伊勢原大山インターチェンジ周辺地区まちづくり協定」（以下「協

定」という。）と称する。 
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【解説】 

 本条は、この協定の締結の要件を規定したものです。 

 この協定の締結は、区域内の土地の所有者及び登記簿に基づく地上権又は賃借権を有す

る者の 3 分の 2 以上の合意により締結となります。 

 

【解説】 

 本条は、この協定の変更と廃止について規定したものです。 

 協定の区域やまちづくり基準等を変更する場合は、土地所有者等の 3 分の 2 以上の合意

が必要となります。 

また、この協定の廃止は、土地所有者等の過半数の合意が必要となります。 

 なお、この協定の内容が地区計画や伊勢原市地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例等で定められている場合は、この協定が変更又は廃止された場合でも法令等の

定めによります。 

【解説】 

 本条は、この協定の目的とするまちづくりを実現するための基準について規定したもの

です。 

（協定の変更又は廃止） 

第５条 この協定を変更しようとするときは、土地所有者等の３分の２以上の合意によ

る。 

２ この協定を廃止しようとするときは、土地所有者等の過半数の合意による。 

（協定の締結） 

第４条 この協定は、区域内の土地の所有者及び地上権又は賃借権を有する者（以下「土  

 地所有者等」という。）の３分の２以上の合意により締結する。 

（まちづくり基準） 

第６条 この協定によるまちづくり基準は、法令等の定めによるほか、次のとおりとす 

 る。 

（１）土地利用区分         （10）敷地の高さの制限 

（２）建築物の用途の制限      （11）公害防止 

（３）建築物の敷地面積の最低限度  （12）建築物の不燃化 

（４）壁面の位置の制限       （13）排水処理の推進 

（５）工作物の設置の制限      （14）地下水利用の制限 

（６）建築物の高さの最高限度    （15）交通環境の向上 

（７）かき又はさくの構造の制限   （16）交通防犯対策等の強化 

（８）緑化の推進          （17）美化推進等 

（９）建築物等の形態又は意匠の制限 
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 この協定の目的から土地所有者等のみでなく、区域内で事業を営む者なども本条の基準

をもとに、まちづくりを行うものとします。 

 各号の内容については、第２章で解説します。 

 

 

【解説】 

 本条は、この協定の管理運営組織であるまちづくり委員会について規定したものです。 

 まちづくり委員会は、土地所有者等により組織し、この協定の管理及び運営を行います。 

また、附則で規定するとおり、まちづくり委員会が発足するまでの期間の協定の管理・運

営は、伊勢原市が行うものとします。 

 なお、区域内で工業団地組合など自治組織を結成した場合は、その組織がまちづくり委

員会からの委任を受けて協定の管理・運営を行うことも検討していきます。 

【解説】 

 本条は、伊勢原市長への協定の締結、変更又は廃止の報告を規定したものです。 

 まちづくり委員会は、協定の締結後、市に対し、まちづくり基準の一部の法令化等を依

頼し、地区計画や条例化によりまちづくりの効果を高めていきます。 

 

 

【解説】 

 本条は、この協定に違反した場合の措置を規定したものです。 

（管理及び運営） 

第７条 この協定の管理及び運営を行うため、伊勢原大山インターチェンジ周辺地区ま

ちづくり委員会（以下「まちづくり委員会」という。）を設置する。 

２ まちづくり委員会は、土地所有者等から選出された委員をもって組織する。 

３ 委員は委員長１名、副委員長１名を互選する。 

４ 委員長は、必要に応じてまちづくり委員会の会議を召集する。 

５ 委員長は、この協定に規定する事項を審議するため、総会を開催することができる。 

６ 総会は、土地所有者等の過半数の出席により成立する。 

７ 総会の議事は、出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長の決する

ところによる。 

（違反者に対する対応） 

第９条 まちづくり委員会は、この協定に違反した者に対し、相当の期間を定めて、当

該行為の是正を求めることができる。 

（報告） 

第８条 まちづくり委員会は、まちづくり協定の締結、変更又は廃止した場合は、伊勢

原市長に報告するものとする。 
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 この協定は、土地所有者等が相互理解のもとに自主的なルールを定めたもので、まちづ

くりにおいて特徴的で意義のあるものといえます。これらの趣旨をしっかりと継承するた

め、まちづくり委員会は、必要に応じて違反者に指導、助言を行い、計画の変更や行為の

是正を求めることができるものとします。 

【解説】 

 本条は、この協定の有効期間等を規定したもので、将来にわたって継続的なまちづくり

を進めていきます。 

 また、土地所有者等が変更になった場合も、この協定の効力が継続することを定めてい

ます。 

【解説】 

 本条は、この協定の適用の除外を規定したものです。 

 協定締結の日以前に存する建築物及び工作物（以下、「建築物等」という。）で、換地

処分又は仮換地の指定を受ける前に存する建築物等(土地区画整理事業の施行に伴い移転

した建築物等を含む)については、現状の土地利用を踏まえ、原則として、第６条に規定す

るまちづくり基準を適用除外としていますが、本協定の趣旨に配慮した土地利用に努める

ものとします。 

  

 

 

【解説】 

 本条は、前条までの内容以外の必要な事項について規定したものです。 

（委任） 

第 12 条 この協定に定めるもののほか必要な事項は、まちづくり委員会で協議し、別

に定める。 

（有効期間等） 

第 10 条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１０年間とする。ただし、期間満

了６箇月前までに異議がなければ更に１０年間延長し、以後もこの例による。 

２ この協定は、協定締結の日以降に、土地所有者等になった者に対しても、その効力

を有する。 

（適用の除外） 

第 11 条 協定締結の日以前に存する建築物等のうち第６条に規定するまちづくり基準

に適合しないものについては、同条に適合するよう努めるものとする。ただし、現に

存する状況を継続する場合、同条の適用を除外することができる。 

２ まちづくり委員会が特に認めたものは、第６条に規定するまちづくり基準を適用し

ないことができる。 



 

7 
 

 この協定に定めるもののほか、協定の管理やまちづくり委員会の運営、まちづくりの基

準の細目等について、必要に応じて、まちづくり委員会で協議して、別に定めることがで

きるものとします。 
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【解説】 
各地区の特徴に応じた基準を定めるため、地区を区分したものです。 
※｢別図｣とは協定第 3 条に規定している別図のことです。 

 
 

 

 

○各地区の特徴 

＜産業地区＞ 

 県道 603 号沿線の大街区の特性を生かした、産業系を主体とする企業の立地誘導を図る

地区です。 

＜居住環境調和 A 地区・B 地区・C 地区・D 地区＞ 

 住宅等の周辺環境に配慮した、産業系を主体とする企業の立地誘導を図る地区です。 

＜産学交流 A 地区・C 地区＞ 

 既存大学の就学環境等と調和する、産業系を主体とする企業の立地誘導を図る地区です。 

 

 

この協定の区域を別図のとおり、｢産業地区｣、｢居住環境調和 A 地区｣、「居住環境調

和 B 地区」、｢居住環境調和 C 地区｣、｢居住環境調和 D 地区｣、｢産学交流 A 地区｣、「産学

交流 B 地区」、「産学交流 C 地区」、「田園居住地区」に区分する。 

参考図 

 （１）土地利用区分 
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＜産学交流 B 地区＞ 

県道 603 号沿線の中小街区の特性を生かした、観光関連産業による土地利用の誘導を図

る地区です。 

＜田園居住地区＞ 

 既存住宅による地域コミュニティの形成状況に配慮し、住宅の集約化を図る地区です。 

 

 
【解説】 
優良な産業団地として、利便性の維持・増進を図り、効率的な業務環境を創出するため、

地区の特徴に応じて建築物の用途の制限を定めています。 
なお、別表２は 危険性や環境を悪化させるおそれがややある工場について、別表３は危

険性が大きい又は著しく環境を悪化させるおそれがある工場について、別表４は 危険物の

貯蔵・処理の量について記載しています。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
建築物の用途の制限は、別表１のとおりとする。 

 （２）建築物の用途の制限 
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【解説】 
敷地の細分化を防ぎ、土地区画整理事業による整備効果を維持増進するために、敷地の

面積の最低限度を定めています。 
建築物の敷地面積の最低限度を下回る面積に分割すると、建築物を建てることができな

くなります。 
（参考例） 
＜敷地面積の最低限度が 2,000 ㎡以上の場合＞

 

 
 
 
 
 
 

 

建築物の敷地面積の最低限度は、次のとおりとする。 

 建築物の敷地面積の最低限度 

産業地区 10,000 ㎡以上 

居住環境調和Ａ地区 2,000 ㎡以上 

居住環境調和Ｂ地区 2,000 ㎡以上 

居住環境調和Ｃ地区 1,000 ㎡以上 

居住環境調和Ｄ地区 2,000 ㎡以上 

産学交流Ａ地区 2,000 ㎡以上 

産学交流Ｂ地区 2,000 ㎡以上 

産学交流Ｃ地区 2,000 ㎡以上 

田園居住地区 150 ㎡以上 

 

敷地面積 
2,500 ㎡ 

○ 

敷地面積 
4,000 ㎡ 

○ 

敷地面積 
2,000 ㎡ 

○ 

敷地面積 
2,000 ㎡ 

○ 

分割すると 

分割すると 

敷地面積 
2,000 ㎡ 

○ 

（３）建築物の敷地面積の最低限度 

敷地 
面積 

500 ㎡ 

× 
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【解説】 
 道路や隣地との境界位置について制限を設けることにより、ゆとり形成、通風の確保、

緑地空間の確保、良好な景観形成等を図ります。 
 
 

 

 
 

 

 

 

建築物の壁若しくは、これに代わる柱の面（以下「外壁等」という。）から道路境界

線及び隣地境界線までの距離は、次のとおりとする。 

 外壁等から道路境界線 

までの距離 

外壁等から隣地境界線 

までの距離 

産業地区 ３ｍ以上 ２ｍ以上 

居住環境調和Ａ地区 ２ｍ以上 ２ｍ以上 

居住環境調和Ｂ地区 ２ｍ以上 
２ｍ以上 

※1 号壁面線：５ｍ以上 

居住環境調和Ｃ地区 １ｍ以上 １ｍ以上 

 

居住環境調和Ｄ地区 ２ｍ以上 

２ｍ以上 

※1 号壁面線：５ｍ以上 

  ２号壁面線：４ｍ以上 

産学交流Ａ地区 ２ｍ以上 ２ｍ以上 

産学交流Ｂ地区 ２ｍ以上 ２ｍ以上 

産学交流Ｃ地区 ２ｍ以上 ２ｍ以上 

田園居住地区 １ｍ以上 １ｍ以上 

参考図 

（４）壁面の位置の制限 
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【解説】 
壁面の位置の制限により確保された環境空間を維持し、ゆとりあるまちなみを創出する

ために、工作物※を設置しないように定めています。 
なお、かき又はさくを設置（門柱及び門扉を含む）する場合や、街灯電柱等の公共・公

益上やむを得ない場合等についてはこの限りではありません。 
※本協定における「工作物」とは、建築基準法上に定義されている工作物に限らず、一般

的な工作物を含むものとする。 
 

 
【解説】 
 周辺への日照の影響を低減し、周辺環境との調和を図るため、建築物の高さの最高限度

について定めています。 
 

 
【解説】 
道路沿いに設置するかき又はさくの構造を制限することで、見通しやゆとりある空間の

確保とともに緑化の促進をし、周辺環境と調和したまちなみを形成します。 

 
 前号の壁面の位置の制限が定められた区域に、空地の連続性を妨げる工作物（建築基

準法上の工作物に限らない）を設置しないものとする。 

 ただし、かき又はさくを設置する場合や公共・公益上やむを得ない場合については、

この限りでない。 

 
建築物の高さの最高限度は、次のとおりとする。 

 建築物の高さの最高限度 

産業地区 － 

居住環境調和Ａ地区 地盤面から３１ｍ 

居住環境調和Ｂ地区 地盤面から２５ｍ 

居住環境調和Ｃ地区 地盤面から１５ｍ 

居住環境調和Ｄ地区 地盤面から１８ｍ 

産学交流Ａ地区 － 

産学交流Ｂ地区 － 

産学交流Ｃ地区 － 

田園居住地区 地盤面から１２ｍ 

 
 道路境界線沿いにかき又はさく（門柱その他これらに類するものを除く。）を設ける

場合は、生け垣、植栽又は透過性のフェンス等とし、レンガ、タイル、ブロック、石等

によるものは高さが０．６ｍ以下とするなど開放性を妨げないものとする。 

 隣地境界線沿いにかき又はさくを設ける場合は、目隠しや防音性の機能を持つフェン

スの設置等、周辺の土地利用状況に配慮した対策を講じるものとする。 

（６）建築物の高さの最高限度 

（７）かき又はさくの構造の制限 

（５）工作物の設置の制限 
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隣地境界沿いでは、上記の制限は設けないが、周辺の土地利用へ十分な配慮を行うもの

とします。(目隠し機能、防音性の機能を持つフェンスの設置など) 
 なお、出入り口として設置する門柱や門扉は除きます。 
（参考図） 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

 
【解説】 

・周辺環境と調和した土地利用を図るにあたり、平面的及び立体的に緑を確保するために

中高木から地被類などを織り交ぜて配置するなど、量感ある緑化手法を推進します。 

・周辺にお住まいの方や通行者の安全と事故防止を図るため、将来の生育スペースや維持

管理を考慮した緑化配置を計画するものとします。 

・良好な維持管理の持続を目的として、隣地境界際に樹木を植栽する場合は常緑樹を植え

ることを検討してもらいます。 

・建物に対する風が道路や隣接地へ吹き出すのを和らげるため、建物の隅の周辺や道路際

に生け垣等で立体的な植栽を行うなど、局所的な風速増加を防ぐような対策を検討して

もらいます。 

・大山の景観との調和を目的とし、道路沿いに中木及び高木の並木を植栽することを検討

してもらいます。 

 

○用語の定義 

用語 定義 

緑化 
緑を創出するために、地面等の植栽基盤を、人為的に樹木や芝・地被類

で被うこと 

緑化面積 緑地面積に沿道緑化面積を加算した合計の面積 

 

  周辺環境と調和した土地利用を図るため、敷地面積の区分に応じて、次のとおり緑化

面積を確保するとともに、周辺住民や通行者に迷惑をかけないよう、良好な維持管理を

行わなければならないものとする。 

敷地面積 緑化面積の割合 

4500 ㎡未満 敷地面積の 10％以上 

4500 ㎡以上 敷地面積の 15％以上 

 

（８）緑化の推進 

 

石、れんが等＋透過性のフェンス 

石、れんが等 

透過性のフェンス 

0.6m 
以下  

石、れんが等＋植樹 

石、れんが等 
0.6m 
以下 
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緑地面積 緑化する部分を区画等で明示した水平投影面積 

沿道緑化面積 敷地の道路境界際に並木を植栽した場合の加算面積 

敷地境界 道路境界線から敷地内側までの距離が概ね１０ｍの範囲内  

並木 敷地境界に高木又は中木により連続して植樹するもの 

高木 生育したときの樹高が１０ｍ以上の樹木 

中木 生育したときの樹高が５ｍ以上１０ｍ未満の樹木 

低木 生育した時の樹高が５ｍ未満の樹木 

芝・地被類 芝、コケ、ツル等の地面を面的に覆う植物 

 

○緑化面積の算出方法 

 緑化面積は、緑地面積と沿道緑化面積の合計により算定するものとします。 

 

○緑地面積の算出方法 

 緑地面積の算定方法は次の表のとおりとします。 

区分 植栽時の規格 緑地算定の面積 

 

高木 

樹高 3ｍ以上 10 ㎡ 

樹高 1.5ｍ以上 3ｍ未満 5 ㎡ 

樹高 0.5ｍ以上 1.5ｍ未満 3 ㎡ 

中木 樹高 0.5ｍ以上 3 ㎡ 

苗木（高木又は中木の苗木） 樹高 0.5ｍ未満 1 ㎡ 

低木  0.25 ㎡ 

芝・地被類  植栽面積の 50％ 

※伊勢原市地域まちづくり推進条例 緑化推進基準と同様 

 

○沿道緑化面積の算出方法 

 敷地が面する道路沿いにおいて、並木を植栽した場合は、樹木１本当たり 70 ㎡を沿道緑 

化面積として算定します。 

沿道緑化面積は、次の表を加算限度とします。 

 

○常緑樹の参考例 

 隣地境界際に樹木を植栽する場合には、次の表の常緑樹を推奨します。 

区分 常緑樹の種類 

高木 アラカシ、ウラジロガシ、クスノキ、シラカシ、シイ、 等 

中木 イヌガヤ、ウバメガシ、カクレミノ、カナメモチ、ソヨゴ 等 

低木 アオキ、オオムラサキツツジ、キンモクセイ、サツキ 等 

敷地面積 緑化面積の割合 沿道緑化を実施した場合の加算限度 

4,500 ㎡未満 敷地面積の 10％以上 敷地面積の 4％以内 

4,500 ㎡以上 敷地面積の 15％以上 敷地面積の 8％以内 
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※伊勢原市地域まちづくり推進条例 緑化推進基準 （参考）緑化推奨樹木参照 

 
 

 
 

 
【解説】 
建築物等の形態又は意匠は、配置や規模、高さ、屋根の形状等について、周辺環境との

調和に配慮し、色調は原色を避け、落ち着いた色彩を用いる必要があります。(「伊勢原市

景観ガイドライン」に則するものとします。) 
 
（参考図） 

 
 

 

 建築物等の形態又は意匠等は、伊勢原市景観ガイドラインに則し、周辺環境と調和を

図るものとする。 

 なお、建築物の上部を利用する屋外広告は設置できないものとする。ただし、建築物

の上部の転落防止柵等を利用し、自己の名称、店名又はそれに係る商標を表示した壁面

と一体的な屋上広告については、この限りでない。 

【参考】沿道緑化の推奨道路軸 

（９）建築物等の形態又は意匠の制限 
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○屋外広告物について 
施設に付帯する屋外広告物は、建物の一部と捉え、スカイラインなど周囲のまちなみと

の調和や建物と一体となるデザインにより、整った美しいまちなみが創出されるよう配置

や形状の工夫するものとします。(「神奈川県屋外広告物条例」においても、屋外広告物の

表示等の基準が定められています。) 
なお、屋上広告物のうち、建築物の上部を利用する屋外広告は、景観上のスカイライン

の統一を図るため設置しないこととしていますが、建築物との一体的なデザインとした建

築物の主たる壁面の垂直線上部に設ける目隠しフェンス等を利用して、自己の名称、店名

又はそれに係る商標を表示する広告物については設置することができます。 
（参考図） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【解説】 
・土地区画整理事業により計画的に造成された敷地の高さを守り、事業の整備効果を持続 
させます。 

・地盤高さの変更に伴う周辺宅地への雨水排水の影響や、周辺住宅への日影などに影響を 
及ぼさないようにするため、軽微な変更※を除き敷地の高さを変更しないものとします。 
 ただし、敷地外周の法面処理として擁壁整備などを行うための切盛土については、隣地

地権者の同意が得られれば土地区画整理事業による造成高さを基準に変更することができ

るものとします。 
※軽微な変更：「30 ㎝を超える切土、盛土又は一体の切盛土(神奈川県の開発許可関係事務の手引

きによる『土地の区画形質の変更-形の変更』に該当する行為)」に該当しないもの。 
 
 

 

 土地区画整理事業の整備効果を維持するとともに、雨水の滞留や土の流出等による周

辺宅地への影響を及ぼさないようにするため、土地区画整理事業を実施した区域にお

いては、建築計画等に伴う宅内排水処理や法面処理等による軽微なものを除き、土地

区画整理事業による造成高さを変更してはならないものとする。 

（１０）敷地の高さの制限 

 

○○○ 

製作所 

 

○○○製作所 

配慮したイメージ 配慮していないイメージ 
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【解説】 
 事業者において、公害防止に関する法令等※を厳守してもらうことで、住宅（移転住宅・

既存住宅）や農地への影響抑制、地域環境や企業の操業環境を保全します。 

※公害防止に関する法令等 

 騒音規制法、振動規制法、悪臭防止法、大気汚染防止法、水質汚濁防止法、土壌汚染対

策法、ダイオキシン類対策特別措置法、神奈川県生活環境の保全等に関する条例 等 

 
 

 
【解説】 
 周辺環境や安全な操業環境を確保するため、建築物の不燃化を図るとともに、建築物等

の設置にあたり十分な空間の確保や植樹帯を設ける等、延焼の防止に関する対策を講じる

ものとします。 
 
 

 
【解説】 

・周辺環境に影響を及ぼさないよう、関係法令※１に基づき施設の設置及び排水を行うもの

とし、地下水保全のために雨水以外を地下に浸透させてはいけません。 

・雨水の流出等により周辺環境に影響を及ぼさないよう、適正な雨水浸透施設※２を設置す

る等、適切に処理を行うものとします。 

※１関係法令：下水道法、水質汚濁防止法、市下水道条例 等 

※２雨水浸透施設：雨水浸透桝、透水性のある舗装 等 

 
 
 

 
 良好な地域環境や企業の操業環境を保全するため、公害防止に関する法令等に定めら

れる基準を遵守し、適切な公害防止対策を講じるものとする。 

 
 建築基準法等の関係法令に基づき、建築物の不燃化を図るとともに、敷地内に空地や

植樹帯の確保を行う等の延焼防止対策を講じるものとする。 

 
 排水については、有害物質の流出防止や排水の水質改善を図り、関係法令等に基づき、

適正に処理を行うものとする。 

 また、地下水の保全をする観点から、雨水以外を地下に浸透させてはいけないものと

する。 

 雨水については、敷地内に雨水浸透施設を設置する等、適切に処理を行うものとする。 

（１１）公害防止 

（１２）建築物の不燃化 

（１３）排水処理の推進 
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【解説】 
 地下水の過剰採取は、地盤沈下、地下水の枯渇等、生活環境へ影響を及ぼす可能性があ

ることから、原則として本地区での地下水の採取については認めないものとします。 
 例外として、既存井戸及び既存井戸を移設する場合や、本協定の附則に規定している伊

勢原大山インターチェンジ周辺地区まちづくり検討会(令和 3 年 8 月 17 日発足)が別で定め

る基準を満たす場合はこの限りではありません。 
 
 

 
【解説】 
・各事業者は、車両の利用想定台数に十分対応した駐車場を敷地内に確保するとともに、

敷地内へ進入するための待機車両を含めた、トラックやトレーラー等の関係車両による

路上駐車がされることのないよう、関係事業者への指導及び監督を徹底するものとしま

す。 
・本地区を出発地・目的地とする営業車両(特に大型自動車)は、県道の「立原交差点」を

利用することを原則とし、関係者への周知徹底を行うとともに、注意看板や立原交差点

へ誘導する方向指示標識や路面表示などを出入り口に設置するなど、関係車両に対して

も注意喚起を行うものとします。

 

 

 

 
 周辺環境への影響を抑制するため、原則、地下水を取水してはならないものとする。 

 ただし、区域内の既存井戸における既存取水量以下の取水など、別で定める基準を満

たす場合はこの限りでない。 

 
 敷地内へ進入するための待機車両を含む関係車両等による路上駐車を防止するため、

敷地内に必要台数を想定した駐車場を確保するとともに、関係事業者への指導及び監督

を徹底して行うものとする。 

 また、本地区を出発地又は目的地とする営業用車両については、原則、県道 603 号の

「立原交差点」を利用するように、関係者に対する周知徹底を行うものとする。 

 
 区域内の交通事故の防止を図るため、歩行者や車両の視認性が確保できるような建築

物等の設置や、交通安全に十分に配慮された土地利用を行うものとする。 

 犯罪の予防や抑止のため、敷地内における照明等の設置を行うものとする。 

 なお、屋外に照明等を設置する場合や屋内の光が漏れる場合にあっては、光量、種類、

向き等を工夫し、周辺環境に影響を及ぼさないように対策を講じるものとする。 

（１６）交通防犯対策等の強化 

（１４）地下水利用の制限 

（１５）交通環境の向上 
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【解説】 
○交通事故の防止 
 ・規模の大きい建築物等が設置される場合、歩行者や車の見通しを妨げないよう、視認

性を確保するものとします。 
 ・駐車場の出入り口の構造等については、交通安全に十分に配慮した設計とするものと

します。 
 ・立地される企業の関係車両に対しても、地区内道路における交通ルール等の徹底を 

行うものとします。 
○犯罪の予防や抑止 
 ・敷地内に道路・出入り口へ向けた照明等の設置を行うものとします。 
○周辺環境への配慮 
 ・屋外の照明灯や夜間操業に伴う事業所内の光が周辺住宅や農地等へ影響しないよう対

策を講じるものとします。（照明灯の位置や角度、種類等） 
 ・敷地内駐車場における関係車両のヘッドライトや排ガス等、周辺住環境へ十分配慮し

た使用を行うものとします。 
 
 

 
【解説】 
○資源及びごみ 
 ・事業に伴う資源及びごみは、環境負荷の少ない循環型社会を構築するため、事業者に

対するごみの減量化や資源化を推進するとともに、事業者の責任において適正に処理

してもらいます。 
○地区内の美化清掃活動 
 ・移転住宅及び既存住宅の生活環境に十分に配慮し、企業における美化清掃活動充実を

図ります。 
 ・敷地内の植栽物の管理について、近隣住宅や歩行者に迷惑がかからないように対策を

講じるものとします。 

 
 環境負荷の少ない循環型社会を構築するため、ごみの減量化や資源化を推進するとと

もに、事業活動に伴い発生する資源及びごみは、関係法令等に基づき、事業者の責任に

おいて適正に処理するものとする。 

 また、地域の環境美化に配慮した美化清掃活動の充実等を図るものとする。 

（１７）美化推進等 


